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計画期間：平成２４年度～平成２６年度

資料１－２

○山梨県障害者計画数値目標（５１項目）の進捗状況の概要

実績等

別紙のとおり

達成状況 項目数

平成２５年度末実績が数値目標を既に達成した項目
（進捗率100％以上）

別紙のとおり

平成２５年度末実績が数値目標に向け概ね達成している項目
（進捗率80％以上～100％未満）

平成２５年度末実績が数値目標達成に向け努力していく項目
（進捗率80％未満）

平成２６年度に調査するため、実績を掲載していない項目

合　　計

別紙のとおり

別紙のとおり

※　進捗率＝
H25年度末実績

×１００
H26年度末目標値 別紙Ｈ２５年度末進捗率欄参照



計画期間：平成２４年度～平成２６年度

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

1 「共生社会」の理解の促進 ％ 48.8 － － － － － － 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0成人県民全て
障害福祉
課

2

精神科病院入院中の精神障害の
ある人が地域住民と交流すること
により、社会参加への意欲を促進

人 4,900 5,668 5,668 5,404 5,404 103.9 103.9 5,500 5,500 5,500 105.8 5,200
スポーツ、芸術活動等の交流
事業への参加者数を各年度１
００人ずつ増加

障害福祉
課

3

障害のある人にパソコン利用等の
支援を行う障害のあるボランティア
を養成

人 33 8 41 8 49 106.7 102.1 5 21 54 112.5 48
各年度５人のパソコンボラン
ティア養成

障害福祉
課

4

障害者基本法に基づき、条例を設
置根拠とする審議会その他の合議
制の機関について、市町村への設
置促進

市町村数 6 1 7 0 7 4.8 25.9 0 1 7 25.9 27全市町村設置
障害福祉
課

5

建替えの際、段差のない床、広い
廊下、エレベーター等を備えた県営
住宅を整備

戸 1,406 111 1,517 28 1,545 85.3 98.5 24 163 1,569 100.0 1,569公営住宅等長寿命化計画
建築住宅
課

6

バリアフリー新法に基づき、１日当
たり３，０００人以上の乗降客のあ
る鉄道駅のバリアフリー化を促進

箇所 6 0 6 0 6 0.0 85.7 2 2 8 114.3 7
バリアフリー化未実施の対象
駅所在市町村の事業計画より

交通政策
課

7
バリアフリー新法に基づき、低床化
乗合バスの導入を促進

台 73 12 85 9 94 32.8 146.9 1 22 95 148.4 64毎年度１台づつ導入
交通政策
課

8
車いす利用者が使用するリフト等
がある車両の設置促進

台 12 0 12 0 12 0.0 80.0 1 1 13 86.7 15
普及を図るため各年度１台の
設置

障害福祉
課

9 Km 500.7 1.1 501.8 2.0 503.8 56.4 99.5 3.2 6.3 507.0 100.2 506.2
県管理道路の歩道の整備延
長

道路管理
課

10 Km 73.4 1.9 75.3 3.0 78.3 57.6 95.6 3.6 8.5 81.9 100.0 81.9
県管理道路のフラット化歩道
の整備延長

道路管理
課

11 Km 36.5 2.0 38.5 2.0 40.5 76.9 97.1 2.0 6.0 42.5 101.9 41.7
県管理道路の点字ブロックの
整備延長

道路管理
課

12
歩道に設置されている電柱を撤去
し、電線類の地中化を推進

Km 53.7 6.6 60.3 6.6 66.9 72.1 92.9 6.6 19.8 74 102.1 72.0
県管理道路の電線類の地中
化延長

道路管理
課

13
県内道路におけるバリアフリー対
応型信号機の設置を推進

基 134 3 137 3 140 66.7 97.9 3 9 143 100.0 143
バリアフリー対応型の信号機
への設置推進

警察本部
交通規制
課

相
互
理
解
の
促
進

　
協
働
体
制
の
整
備

バリアフリー対応型信号機の整
備

障害のある人・高齢者等にやさし
い県営住宅の建替え促進

リフト付タクシーの普及

安全で快適な歩道の整備（点字
ブロック）

鉄道駅バリアフリー化の促進

○山梨県障害者計画数値目標進捗状況

Ｈ25年度
末

進捗率
（累計）
⑤/⑨
％

精神障害のある入院患者と地域
住民とのふれあいの促進

計画期間
累計

②＋④＋⑥ 担当課

ノンステップバス等の導入促進

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
の
推
進

人にやさしい歩行空間の確保
（電線類地中化）

安全で快適な歩道の整備（歩道
の新設）

安全で快適な歩道の整備（フラッ
ト化）

多くの障害のある人が利用する福
祉施設等の周辺の歩行空間の整
備を優先的に進め、広幅員歩道、
歩道のフラット化、点字ブロックの
整備を推進

共生社会の理解の促進

数値目標

H24年度
 実績
（単年度）

H26年度
見込

（単年度）

障害者基本法の規定に基づく審
議会その他の合議制の機関の設
置促進

障害のある人によるパソコンボラ
ンティアの養成

Ｈ25年度末
進捗率

(計画期間分）
（②＋④）/
（⑨－①）
又は⑤/⑨
％

平成26年
度末
目標値

H24年度末
 実績
①＋②
又は②

Ｈ26年度
末

進捗率
⑧/⑨
％

設定内容等No. 事業名
中
柱 事業内容

単位

平成26末
見込値
①＋⑦

平成23年度
までの実績

H25年度
実績
(単年度）

H25年度末
実績
③＋④



計画期間：平成２４年度～平成２６年度

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○山梨県障害者計画数値目標進捗状況

Ｈ25年度
末

進捗率
（累計）
⑤/⑨
％

計画期間
累計

②＋④＋⑥ 担当課

数値目標

H24年度
 実績
（単年度）

H26年度
見込

（単年度）

Ｈ25年度末
進捗率

(計画期間分）
（②＋④）/
（⑨－①）
又は⑤/⑨
％

平成26年
度末
目標値

H24年度末
 実績
①＋②
又は②

Ｈ26年度
末

進捗率
⑧/⑨
％

設定内容等No. 事業名
中
柱 事業内容

単位

平成26末
見込値
①＋⑦

平成23年度
までの実績

H25年度
実績
(単年度）

H25年度末
実績
③＋④

14

防災活動の要となり、的確かつ迅
速な対応ができる地域防災リー
ダーの養成

人 1,481 370 1,851 694 2,545 209.9 128.0 235 1,299 2,780 139.8 1,988各年度２３５人を養成
防災危機
管理課

15

交番・駐在所に勤務する地域警察
官に手話技能を習得させるための
研修の実施

人 678 20 698 20 718 66.7 97.3 20 60 738 100.0 738
各年度２０人に対し手話講習
を予定

警察本部
地域課

16
市町村における手話通訳者の設置
の促進

人 6 0 6 0 6 0.0 75.0 1 1 7 87.5 8
大規模人口の市町への設置
促進

障害福祉
課

17
市町村障害程度区分認定調査員
の資質向上に向けた研修の実施

回 7 1 8 2 10 150.0 111.1 1 4 11 122.2 9年１回開催
障害福祉
課

18 相談支援事業従事者の養成 人 1,615 142 1,757 169 1,926 888.6 116.7 140 451 2,066 125.2 1,650

各年度、初任者研修は市町村
担当者、相談支援従事者８０
人、現任研修は地域のリー
ダーを２０人養成　計１００人

障害福祉
課

19
相談支援事業従事者に対する研修
指導者の養成

人 25 3 28 3 31 66.7 91.2 3 9 34 100.0 34各年度３人を養成
障害福祉
課

20

判断能力の不十分な障害のある人
等に、生活支援員を派遣し、金銭
管理や様々なサービスの利用等を
援助

人 921 85 1,006 112 1,118 72.4 93.7 91 288 1,209 101.3 1,193
Ｈ２１～Ｈ２３の契約締結件数
を基に算出

福祉保健
総務課

21 短期入所事業所を拡大 床数 197 10 207 1 208 183.3 102.5 2 13 210 103.4 203２床数×３年間
障害福祉
課

22

新築の県営住宅の入居者の募集
にあたり、一定の範囲内で優先入
居を確保

戸 205 15 220 1 221 59.3 95.3 0 16 221 95.3 232新規募集の２割を優先入居
建築住宅
課

23
福祉サービスに従事する社会福祉
士・介護福祉士の確保

人 7,587 743 8,330 797 9,127 80.7 96.1 747 2,287 9,874 104.0 9,495
Ｈ１８～Ｈ２２の社会福祉士・介
護福祉士の登録者数の実績
を基に算出

福祉保健
総務課

24

社会福祉施設事業従事者の資質
向上のため、新任・現任・指導監督
者研修を実施

人 9,136 590 9,726 44010,166 44.8 88.9 705 1,73510,871 95.111,437研修定員から算出
福祉保健
総務課

25

新たな福祉マンパワー、潜在的マ
ンパワーの就労を促進し、福祉人
材を確保

件 1,529 59 1,588 91 1,679 40.1 88.2 82 232 1,761 92.5 1,903
Ｈ２１～Ｈ２３の斡旋件数を基
に算出

福祉保健
総務課

26
療
の
充
実

保
健
・
医

難病ホームヘルパー養成・確保の
ための研修会の実施

人 770 57 827 30 857 110.1 100.9 60 147 917 108.0 849研修定員から算出
健康増進
課

安
全
・
安
心
の
確
保

地域防災リーダーの養成

警察官の手話技能の向上

優先入居戸数の拡大

福祉人材センターの斡旋による
就職促進

社会福祉士・介護福祉士の確保

短期入所事業の充実

自
己
選
択
・
自
己
決
定
の
支
援

日常生活自立支援事業の活用
促進

相談支援従事者研修指導者の
養成

ホームヘルパー（難病）養成研修

相談支援従事者の養成

障害程度区分認定調査員研修
の実施

　
　
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
支
援

手話通訳設置事業の促進

社会福祉事業従事者の資質向
上



計画期間：平成２４年度～平成２６年度

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
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①＋⑦
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実績
③＋④

27

長期的な観点で、乳幼児期から学
校卒業後まで一貫した教育的支援
を行うための計画の作成

％ 79.1 78.0 78.0 80.0 80.0 94.7 94.7 90.0 90.0 90.0 106.5 84.5
国における目標数値及びこれ
までの実績に基づいて算出

新しい学校
づくり推進
室

28

教育的ニーズに対応するため、
日々の指導や支援のための個別
の指導計画の作成

％ 81.6 83.0 83.0 84.4 84.4 107.5 107.5 90.0 90.0 90.0 114.6 78.5
国における目標数値及びこれ
までの実績に基づいて算出

新しい学校
づくり推進
室

29

特別支援学校の教員が、小中学校
等の要請に基づき、支援等に関す
る助言の実施

回数 1,071 1,360 1,360 1,169 1,169 194.8 194.8 1,200 1,200 1,200 200.0 600

目標値は取組状況を明確化
するためＨ２２年度までの実績
を基に算出（訪問回数毎年度
５０回増）

新しい学校
づくり推進
室

30

自立と社会参加を促進するため、
「個別の教育支援計画」に基づい
て、就労支援の適切な実施

％ 14.9 22.0 22.0 19.5 19.5 97.5 97.5 20.0 20.0 20.0 100.0 20.0
高等部在籍者の実態、これま
での実績を勘案して算出

新しい学校
づくり推進
室

31
特別支援学校教諭免許状認定講
習を実施し、免許状保有率の向上

％ 72.8 77.5 77.5 78.3 78.3 104.4 104.4 79.0 79.0 79.0 105.3 75.0

教員定数、期間採用教員数、
これまでの認定講習会の受講
状況及び保有者率の増加状
況を勘案し算出

新しい学校
づくり推進
室

32
民間企業において、障害のある人
の法定雇用率１．８％の達成

％ 1.67 1.69 1.69 1.70 1.70 85.0 85.0 1.70 1.70 1.70 85.0 2.00法定雇用率
産業人材
課

33
トライアル雇用、職業訓練などによ
る就職の促進

人 2,905 464 3,369 532 3,901 86.8 96.3 556 1,552 4,457 110.0 4,052
過去の実績に経済情勢を考
慮

山梨労働
局

34
県で養成した「県版障害者ジョブ
コーチ」を派遣し就労を支援

回 274 142 416 124 540 23.6 38.6 180 446 720 51.5 1,399
支援対象数から必要回数を推
計

障害福祉
課

35
精神障害者を対象とした社会適応
訓練事業の実施

人 207 22 229 26 255 50.0 84.2 29 77 284 93.7 303各年度ごとの対象者数を推計
障害福祉
課

36

県立の能力開発施設において、知
的障害のある人等を対象とした職
業訓練の実施

人 102 13 115 7 122 37.0 78.2 9 29 131 84.0 156
これまでの実績から受講希望
者を推計

産業人材
課

37

社会福祉法人等を活用し、適性・雇
用ニーズ等に対応した多様な職業
訓練の実施

人 537 81 618 66 684 50.7 82.7 76 223 760 91.9 827
これまでの実績から受講希望
者を推計

産業人材
課

民間企業における障害のある人
の法定雇用率の達成

特別支援学校教諭免許状保有
率の向上

特別支援学校の小・中学校等へ
の訪問支援

教
育
の
充
実

個別の指導計画の作成（公立
小・中学校）

ハローワークによる就職の促進

雇
用
・
就
労
の
支
援

「県版障害者ジョブコーチ」の派
遣

個別の教育支援計画の作成（公
立小・中学校）

特別支援学校高等部卒業生の
就職率

県立施設における職業訓練の推
進

障害者の態様に応じた多様な訓
練の推進

精神障害者社会適応訓練事業
の充実
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③＋④

38

重度心身障害のある人の自宅など
に出向いてパソコンの操作指導等
を行うボランティアの養成

人 219 5 224 20 244 30.9 81.3 20 45 264 88.0 300
派遣に対応するため各年度２
０人の養成が必要

障害福祉
課

39

重度心身障害のある人の自宅など
に出向いてパソコンの操作指導等
を行うボランティアの派遣

人 4,056 466 4,522 534 5,056 64.7 90.3 500 1,500 5,556 99.2 5,602
需要等勘案し各年度５００人を
派遣

障害福祉
課

40
企業で使われていたパソコン等をリ
ユースし利用希望者に無償で配付

台 226 20 246 30 276 32.9 73.0 50 100 326 86.2 378
過去の実績を勘案し各年度５
０台を配付

障害福祉
課

41 点字図書館の点字図書の充実 冊 3,535 634 4,169 714 4,883 89.9 97.0 700 2,048 5,583 110.9 5,035
新たに作成した点字図書数
年間５００冊

障害福祉
課

42 点字図書館の録音図書の充実 本 5,478 529 6,007 434 6,441 45.9 85.0 500 1,463 6,941 91.6 7,578
新たに作成録音図書数　年間
７００本

障害福祉
課

43

聴覚障害のある人のコミュニケー
ションを確保するための手話通訳
者の養成

人 116 1 117 0 117 7.1 90.0 1 2 118 90.8 130
ニーズ等勘案し各年度４人を
養成

障害福祉
課

44
聴覚障害者のコミュニケーションを
確保するための要約筆記者の養成

人 7 7 7 14 93.3 93.3 7 21 21 140.0 15
要約筆記者制度の新設に伴
い各年度５人養成

障害福祉
課

45
障害のある人のスポーツの指導に
習熟した指導員の養成

人 317 0 317 0 317 0.0 91.6 0 0 317 91.6 346
希望者の状況を勘案し、中
央・県内受講者を推計

障害福祉
課

46
障害のある人がスポーツ指導を受
けようとする場合の指導員の派遣

回 439 55 494 55 549 75.9 94.0 50 160 599 102.6 584
ニーズ等勘案し各年度５０回
の派遣を予定

障害福祉
課

47
絵画・陶芸・手芸などの創作活動を
支援する指導者の派遣

回 619 78 697 82 779 62.5 89.0 80 240 859 98.2 875
ニーズ等勘案し各年度８０回
の派遣を予定

障害福祉
課

48
自動車運転免許取得費の一部助
成による社会参加の促進

人 39 5 44 7 51 66.7 89.5 7 19 58 101.8 57
制度の普及度等を考慮し申請
を推計

障害福祉
課

49

自ら所有し運転する自動車の操向
装置等の改造費の一部助成による
社会参加の促進

人 123 15 138 0 138 42.9 87.3 15 30 153 96.8 158
制度の普及度等を考慮し申請
を推計

障害福祉
課

50

在宅の車いす利用者がリフト付等
に自動車等を改造した場合、経費
を助成し社会参加を促進

人 466 30 496 20 516 55.6 92.8 20 70 536 96.4 556
制度の普及度等を考慮し申請
を推計

障害福祉
課

51
身体障害者補助犬（盲導犬・聴導
犬・介助犬）の育成委託及び貸与

頭 26 2 28 2 30 66.7 93.8 2 6 32 100.0 32
貸与希望の状況を勘案し各年
度２頭の補助犬育成貸与を予
定

障害福祉
課

社
会
参
加
へ
の
支
援

障害者パソコンボランティアの派
遣

社
会
参
加
へ
の
支
援

手話通訳者の養成

点字図書の充実

身体障害者補助犬の育成貸与

身体障害のある人の自動車改造
費の助成

介助用自動車購入等の助成

身体障害のある人の自動車運転
免許取得促進

障害者スポーツ指導員等の派遣

ふれあい創作活動の充実

障害者スポーツ指導員等の育成

要約筆記者の養成

録音図書の充実

リユースパソコン活用事業

障害者パソコンボランティアの養
成

－



4
障害者基本法に基づき、条例を設置根拠と
する審議会その他の合議制の機関につい
て、市町村への設置促進

25.9

県の場合は、障害者基本法で障害者施策推進協議会を設置
することが義務化されており、県障害者計画、県障害者福祉
計画を策定するに当たっては、障害者施策推進協議会の意
見を聴かなければならない。しかし、市町村の場合は、障害
者施策推進協議会の設置は義務化されていない。

障害者施策推進協議会を設置するよう市町村に働
きかけを継続していく。

障害福祉課

16 市町村における手話通訳者の設置の促進 75.0
手話通訳を設置するには、予算や人材の確保が必要であり、設置
するのが困難な状況。

手話通訳の設置をしていない市町村に対し、働きか
けを継続していく。

障害福祉課

34
県で養成した「県版障害者ジョブコーチ」を
派遣し就労を支援

38.6

全８５名のジョブコーチのうち、平成２５年度は１０名のみが派遣さ
れており、ジョブコーチ間に派遣の偏りがある。障害者からの派遣
依頼は平日が多いが、その時間帯に対応可能なジョブコーチが少
ない。

県内４つの障害者就業支援センターに、より一層の
ジョブコーチ活用を依頼する。障害者雇用安定促進
助成金の受給要件として、ジョブコーチを伴った障害
者の利用を促進する。

障害福祉課

36
県立の能力開発施設において、知的障害の
ある人等を対象とした職業訓練の実施

78.2

　設定時には県内の障害者雇用率が増加傾向にあることなどか
ら、訓練生の増加を見込み、過去５年間（H18～H23）の平均12.8人
ではなく、過去最大値の17人を上回る18人を各年の目標値とした
が、結果として例年並みの実績に留まったため、進捗率が低くなっ
た。

　職業訓練の一層の周知に加え、訓練中の生活支
援（訓練手当）などについても周知を図り、職業訓練
受講へと繋げる。

産業人材課

40
企業で使われていたパソコン等をリユースし
利用希望者に無償で配付

73.0
主なパソコン提供元は企業であり、中でもリース切れに伴うパソコ
ンの提供が多いが、平成２５年度はリース切れによる提供が少な
かった。

事業の周知をより一層図り、多くの企業にパソコンの
提供を呼びかける。

障害福祉課

担当課

　○努力していく項目の状況

今後の対応等

「県版障害者ジョブコーチ」の派遣

手話通訳設置事業の促進

No. 事業名 事業内容

障害者基本法の規定に基づく審
議会その他の合議制の機関の設
置促進

進捗率の低い理由等

リユースパソコン活用事業

県立施設における職業訓練の推
進

平成２５年度末
進捗率


